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労働市場の動き（令和３年２月） 
 

青森労働局職業安定部職業安定課 

○ 県内の景気の動向 

本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から、厳しい状況が続

いているものの、持ち直しの動きがみられる。 

【青森県：３月１日発表 青森県経済統計報告 

（令和２年12月・令和３年１月の経済指標を中心として）】 

 

県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい

状態にあり、持ち直しの動きも一服している。 

最終需要の動向をみると、住宅投資は、概ね横ばい圏内となっている。

公共投資は、横ばい圏内で推移している。個人消費は、首都圏等を対象

とした緊急事態宣言の影響などから、持ち直しの動きが一服している。設

備投資は、製造業を中心に増加している。 

生産は、持ち直している。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染

症の影響から、弱い動きとなっている。 

【日本銀行青森支店：３月15日発表 県内金融経済概況３月公表分】 

 

2021（令和3）年２月度の青森県企業倒産は2件（前年同月比50.00％

減）、負債総額は8億4400万円（同597.52％増）。倒産件数は前月と同件

数となったが、前年比では２件減少し、２月単月の倒産件数としては、集

計以来最も少なかった1973（昭和48）年と同件数となり、過去最低タイを

記録した。ただし、負債総額においては負債額５億円以上の中規模クラス

の発生が全体を大きく押し上げ、前月比及び前年比で大幅に増加した。 

現在、手厚い資金繰り支援策で企業倒産の発生が抑制されているもの

の、前月に引き続き2021（令和３）年２月においても青森県内で新型コロ

ナウイルス関連倒産が１件発生している。 

観光庁は２月26日の2020年宿泊旅行統計の都道府県速報値で、新型

コロナウイルス感染症の流行に伴う国内旅行自粛、訪日客激減により、

青森県の延べ宿泊数は前年比で33.1％減少したと公表。又、政府は２月

28日に観光支援事業「GoToトラベル」について、３月８日以降も全国停止

を継続する方針を固めており、新型コロナウイルス感染拡大が観光産業

に甚大な影響を与え、未だ先行きも見通せない状況にある事が見てとれ

る。 

一方で、青森県は２月18日に一般会計総額を7186億円とした2021年度

予算案を発表。この中には雇用の維持や農林水産品の需要喚起など、

地域経済の回復と「アフターコロナ」を見据えた事業展開に519億円を盛り

込んでいる。又、県内金融機関の金融支援も多様化し、これ等を背景に、

今後も倒産の急増は避けられるものと見られるが、貸付型の資金繰り支

援は、売上の回復や生産性の改善に繋げなければ過剰債務になるという

側面もある。 

新型コロナウイルスが日本国内で初めて確認されてから１年以上が経

ち、漸くワクチン接種が進められる段階まで来ているものの、コロナ禍で

既存のビジネスモデル、スタイルは刻一刻と劣化しており、ニューノーマル

への対応を含め、経営体制の再構築が遅れた企業を中心に倒産が増加

する可能性を否定はできない。 

【東京商工リサーチ青森支店：３月２日発表 令和３年２月度青森県企業倒産状況】 

 

雇用情勢をみると、月間有効求職者数(季節調整値)は26,002人で前月
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に比べ2,304人増加、月間有効求人数(同)は23,241人で前月に比べ438人

増加した。有効求人倍率(同)は0.89倍で、前月を0.07ポイント下回った。 

新規求人倍率(季節調整値)は1.62倍で、前月を0.05ポイント上回った。 

また、就業地別有効求人倍率（同）0.97倍となり、前月を0.07ポイント下

回った。 

正社員有効求人倍率（原数値）は0.82倍で前年同月と同率であった。 

 

○ 労働市場の概況 

月間有効求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同

月比8.2％(2,137人)減少の23,799人、全数のうち常用(パートタイムを除く原

数値)は同3.8％(560人)減少の14,303人となった。 

月間有効求職者全数(同)は、前年同月比11.9％(2,754人)増加の25,958

人、全数のうち常用(同)は同1.5％(214人)増加の14,065人となった。 

この結果、全数の有効求人倍率(原数値)は0.92倍となり、前年同月を0.20

ポイント下回った。 

新規求人倍率(原数値)は1.74倍で、前年同月を0.12ポイント下回った。 

パートタイム有効求人全数(原数値)は、前年同月比17.3％(1,675人)減少

の7,995人、同有効求職者全数(同)は同1.1％（77人）増加の7,379人となり、

同有効求人倍率は1.08倍で前年同月を0.24ポイント下回った。 

 

○ 求人の動向 

新規求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比

7.9％(786人)減少の9,165人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は

同5.3％(292人)減少の5,201人、臨時・季節は同8.1％（47人)増加の630人、

パートタイムは同14.0％(541人)減少の3,334人となった。 

また、産業別新規求人全数の前年同月比は、農,林,漁業94.7％（107人）、

建設業9.3％（99人）等で増加し、製造業7.1％（45人）、卸売業,小売業10.7％

(147人)、宿泊業,飲食サービス業31.6％（217人）、生活関連サービス業,娯楽

業35.4％（126人）等で減少した。 

製造業の内訳をみると、電気機械器具製造業46.4％（13人）、輸送用機械

器具製造業130.0％（13人）等で増加し、食料品製造業,飲料・たばこ・飼料製

造業18.7％（56人）、印刷・同関連業53.1％（17人）等で減少した。 

新規求人数における正社員求人数の割合は43.8％で前年同月比4.4ポイ

ントの上昇、有効求人数における割合は48.6％で同5.0ポイント上昇した。 

 

○ 求職の動向 

新規求職申込件数全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年

同月比1.8％(97件)減少の5,260件となった。全数のうち常用(パートタイムを

除く)は同2.3％（78件)減少の3,304件、臨時・季節(同)は同1.2％（6件)増加の

512件、パートタイムは同1.7％(25件)減少の1,444件となった。 

中高年齢者（パートタイムを除く原数値）は、前年同月比1.3％（24件）減少

の1,822件となった。 

また、新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合は

37.3％(前年同月37.2％)、常用新規求職者に占める基本手当受給資格決定

件数の割合は33.5％(同34.4％)となっている。 

常用新規求職者(パートタイムを含む原数値)の希望職種別構成は、専門

的・技術的職業13.5％(前年同月12.7％)、事務的職業23.6％(同22.1％)、販売

の職業7.2％(同6.2％)、サービスの職業12..2％(同12.5％)、生産工程の職業



 - 3 -

6.3％(同6.4％)、運搬・清掃・包装等の職業13.6％（同14.8％）などとなってい

る。 

 

○ 就職の動向 

就職全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比3.0％

（58件）減少の1,874件、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同

5.7％(59件)減少の982件、臨時・季節(同)は同16.4％(19件)減少の97件、パ

ートタイムは同2.6％(20件)増加の795件となった。 

また、雇用保険基本手当受給者(パートタイムを除く原数値)の就職件数

は前年同月比0.9％（3件)減少し326件となった。 

受給資格決定件数(基本手当＋高年齢)に対する就職率は23.3％(前年同

月23.6％)と前年同月を0.3ポイント下回った。 

パートを含む常用の新規求職者に対する就職率をみると、34.3％(同

35.2％)と前年同月を0.9ポイント下回った。 

また、常用求職者全数に対する就職件数の職種別構成は、専門的・技術

的職業15.8％、事務的職業21.8％、販売の職業6.2％、サービスの職業

20.3％、生産工程の職業9.4％、運搬・清掃・包装等の職業11.9％などとなっ

ている。 

 

○ 充足の動向 

充足全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比0.5％(9

件)減少の1,861件となった。 

また、産業別でみると、充足全数のうち前年同月比で宿泊業,飲食サービ

ス業2.4％（2件）、医療,福祉2.9％（14件）等で増加し、製造業11.2％（21件）、

運輸業,郵便業27.8％（30件）、卸売業,小売業6.3％（15件）等で減少した。 

 

 

※「新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合」、「常用新規求職

者に占める基本手当受給資格決定件数の割合」及び「基本手当受給資格決定件

数（高年齢を含む）に対する就職率」は、いずれも速報値であり、修正する可能性が

あること。 
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当　　　　　月 前 年 同 月 対　　比 当　　　　　月 対　　比

１ 5,260 5,357 ▲ 1.8 ３６ ３４のうち臨時・季節 13 14 ▲ 7.1
２ 3,304 3,382 ▲ 2.3 ３７ 1,861 1,870 ▲ 0.5
３ 512 506 1.2 ３８ 996 1,013 ▲ 1.7
４ 1,444 1,469 ▲ 1.7 ３９ 88 104 ▲ 15.4
５ ４のうち臨時・季節 19 8 137.5 ４０ 777 753 3.2
６ 1,822 1,846 ▲ 1.3 ４１ ４０のうち臨時・季節 149 112 33.0
７ ６のうち常用 1,437 1,476 ▲ 2.6 ４２ 1.62 (前月) 1.57 0.05
８ 25,958 23,204 11.9 ４３ 1.74 1.86 ▲ 0.12
９ 14,065 13,851 1.5 ４４ 1.66 1.80 ▲ 0.14

１０ 4,514 2,051 120.1 ４５ 2.47 2.44 0.03
１１ 7,379 7,302 1.1 ４６ 0.89 (前月） 0.96 ▲ 0.07
１２ １１のうち臨時・季節 55 38 44.7 ４７ 0.92 1.12 ▲ 0.20
１３ 10,285 7,964 29.1 ４８ 0.97 1.08 ▲ 0.11
１４ １３のうち常用 6,807 6,444 5.6 ４９ 0.67 1.50 ▲ 0.83
１５ 9,165 9,951 ▲ 7.9 ５０ 35.6 36.1 ▲ 0.5
１６ 5,201 5,493 ▲ 5.3 ５１ 34.3 35.2 ▲ 0.9
１７ 630 583 8.1 ５２ 26.0 25.2 0.8
１８ 3,334 3,875 ▲ 14.0 ５３ 29.5 28.0 1.5
１９ １８のうち臨時・季節 682 673 1.3 ５４ 20.3 18.8 1.5
２０ 23,799 25,936 ▲ 8.2 ５５ 19.2 18.4 0.8
２１ 14,303 14,863 ▲ 3.8 ５６ 2,527 2,590 ▲ 2.4
２２ 1,501 1,403 7.0 ５７ 436 454 ▲ 4.0
２３ 7,995 9,670 ▲ 17.3 ５８ 1,961 1,994 ▲ 1.7
２４ ２３のうち臨時・季節 1,539 1,722 ▲ 10.6 ５９ 1,108 1,164 ▲ 4.7
２５ 5,555 6,124 ▲ 9.3 ６０ 292 228 28.1
２６ 1,874 1,932 ▲ 3.0 ６１ 560 602 ▲ 7.0
２７ 982 1,041 ▲ 5.7 ６２ 1,194 1,006 18.7
２８ 97 116 ▲ 16.4 ６３ 7,024 6,175 13.7
２９ 795 775 2.6 ６４ 5,265 4,480 17.5
３０ ２９のうち臨時・季節 154 112 37.5 ６５ 368 262 40.5
３１ 474 466 1.7 ６６ 1,391 1,433 ▲ 2.9
３２ ３１のうち常用 424 414 2.4 ６７ 918,427 12.1
３３ 326 329 ▲ 0.9 ６８ 559,090 474,429 17.8
３４ 77 96 ▲ 19.8 ６９ 76,781 55,924 37.3
３５ ３４のうち常用 64 82 ▲ 22.0 ７０ 282,556 289,145 ▲ 2.3

（注１）　「求人倍率」は新規学卒を除きパートタイムを含む。

（注２）　「うち常用」、「うち臨時・季節」はパートタイムを除く。

           新規求人倍率　　 全数 １．５３ （１．５６）　 常用 １．５７ （１．６２）　 臨時・季節 １．２３ （１．１５）

           有効求人倍率　　 全数 ０．８５ （１．０２）　 常用 １．０２ （１．０７）　 臨時・季節 ０．３３ （０．６８）

雇用保険支給金額（６８＋６９＋７０）（千円）

６３のうち基本手当
６３のうち高年齢

（資料）　青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務統計」「雇用保険事業統計」。

２６のうちパートタイム

２６のうち中高年者（パートタイムを除く）

２６のうち他県への就職

受給者実人員（６４＋６５＋６６）

５８のうち基本手当

６３のうち短期特例

離職票交付枚数（短期特例）

２６のうち基本手当受給者（パートタイムを除く）

５８のうち短期特例

２６のうち臨時・季節

同上常用充足率（３８÷１６×１００）

同上常用就職率（３２÷７×１００）
中高年就職率（３１÷６×１００）

（注３）　パートタイムを除く求人倍率（原数値）は次の通りである。（　）内は前年同月。

５８のうち高年齢

６７のうち高年齢
６７のうち短期特例

６７のうち基本手当
819,498

初回受給者数（基本手当）

新規求人数（１６＋１７＋１８）

有効求人倍率（原数値・常用）８のうち中高年者（パートタイムを除く）

有効求人倍率（季節調整値・全数）
新規求人倍率（原数値・臨時）

充足率（３７÷１５×１００）

新規求人倍率（原数値・常用）

３７のうちパートタイム

受給資格決定件数（５９＋６０＋６１）

新規求人倍率（季節調整値・全数）

有効求人倍率（原数値・臨時）

２０のうち常用
２０のうち臨時・季節

離職票交付枚数（基本手当・高年齢・短時間）

常用就職率（パートタイムを含む）
就職率（２６÷１×１００）

（単位：人、倍、％）

１５のうちパートタイム

就職件数（２７＋２８＋２９）

月間有効求人数（２１＋２２＋２３）

２６のうち常用

１５のうち臨時・季節

新規求人倍率（原数値・全数）

充足数（３８＋３９＋４０）
３７のうち常用

１５のうち常用

職 業 紹 介 ・ 雇 用 保 険 主 要 指 標
令和３年２月

新規求職者数（２＋３＋４）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 区　　　　　　　　　　　　　　　分

８のうちパートタイム

１のうち臨時・季節

８のうち臨時・季節

前 年 同 月

３７のうち臨時・季節

（注４）　受給資格決定件数のうち「５８のうち基本手当」の「当月」は速報値であり、修正があり得る。

月間有効求職者数（９＋１０＋１１）

１のうちパートタイム

１のうち中高年者（パートタイムを除く）

１のうち常用

２０のうちパートタイム

紹介件数

８のうち常用

有効求人倍率（原数値・全数）
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